
為替週間展望＝ドル円は１０６円台を中心とするもみ合いか

　　　　　　　　　　［８月３１日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    8 月 24 日～ 8 月 28 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  105.90   106.95(28)    105.61(27)    106.18   +0.38

ユーロ・ドル  1.1790   1.1901(27)    1.1763(27)    1.1867   +0.0070

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    22,882.65      -37.65     日本10年債利回り   0.056   +0.022

ダウ平均株価    28,492.27     +561.94     米10年債利回り     0.752   +0.124

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

３１日　日本７月鉱工業生産指数速報値、日本７月小売業販売額

　　　　中国８月製造業購買担当景気指数

　　　　スイス７月小売売上高

　　　　独８月消費者物価指数速報値

　　　　カナダ７月鉱工業製品価格

１日　　日本７月雇用統計、日本７月有効求人倍率

　　　　豪９月住宅建設許可件数、豪第２四半期経常収支

　　　　中国８月財新製造業購買担当景気指数（ＰＭＩ）

　　　　豪中銀（ＲＢＡ）政策金利

　　　　独８月雇用統計、独８月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏８月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　英８月製造業ＰＭＩ

　　　　ユーロ圏７月雇用統計、ユーロ圏８月消費者物価指数速報値

　　　　米８月ＩＳＭ製造業景況指数、米７月建設支出

２日　　豪第２四半期国内総生産（ＧＤＰ）

　　　　ユーロ圏７月生産者物価指数

　　　　米ＭＢＡ住宅ローン申請件数

　　　　米８月ＡＤＰ雇用統計

　　　　米７月製造業受注

　　　　米地区連銀経済報告（ベージュブック）

３日　　豪７月貿易収支

　　　　中国８月サービス業ＰＭＩ

　　　　スイス８月消費者物価指数

　　　　独８月非製造業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏８月非製造業ＰＭＩ確報値

　　　　英８月非製造業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏７月小売売上高指数

　　　　カナダ７月貿易収支

　　　　米第２四半期非農業部門労働生産性指数

　　　　米新規失業保険申請件数、米７月貿易収支

　　　　米８月ＩＳＭ非製造業景況指数

４日　　豪７月小売売上高

　　　　独７月製造業受注指数

　　　　英８月建設業ＰＭＩ

　　　　米８月雇用統計

　　　　カナダ８月雇用統計
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　　　　カナダ８月Ｉｖｅｙ購買部協会指数

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】ドル円は最近のレンジ相場を抜け出しにくくなっており、米中対立

激化への警戒感や米経済指標や株価の動向を眺めつつ、ドル円は１０５～１０７円台を

中心とするレンジ相場となりそうとした。

　　　　

【ＦＲＢによるゼロ金利政策は長期化する見通し】

　カンザスシティ連銀主催の年次シンポジウム（ジャクソンホール会合）では、日本時

間２７日の午後１０時過ぎに米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）のパウエル議長が講演を

行った。その中で、２％超の物価上昇率を容認する方針を示した。これにより物価が上

昇してもしばらくは利上げをせず、ゼロ金利政策を長く継続するとの見方が広がった。

　　

　また、パウエル議長は「雇用の最大化は広範なベースで、包括的な目標となる」「イ

ンフレ率の継続的な低下は懸念材料」「長期の金融政策戦略を改定、５年毎に見直す」

「インフレの高進を招くことなく、力強い雇用市場は達成可能」「経済は常に進化して

おり、目標達成のために政策を適応させる必要がある」などと述べ、雇用や景気に配慮

する姿勢を示した。

　　

　パウエル議長の講演後にドル円は上下に振幅した。１０５．６０円近辺までドル安円

高に振れた後は、１０６．７０円近辺まで上昇した。その後は１０６円台半ばでのもみ

合い後に一段高となり、１０６．９５近辺まで上昇した。ただ、２８日の午後に安倍首

相の辞任報道が出て、１０６円台前半まで下落するなど荒れた動きとなった。

　　

　米国でのゼロ金利政策の長期化見通しを背景に２７日のＮＹダウは１６０ドル高と上

昇した。Ｓ＆Ｐ５００も小幅ながら上昇して最高値を更新した。一方、ナスダックは利

益確定の売りに押されて６営業日ぶりに反落した。ゼロ金利政策の長期化はドルの圧迫

要因となるものの、米国株の堅調な動きは円売り要因となる。

　　

　２８日午後の安倍首相の辞任報道により、ドル円は１０７円の手前から１０６．１０

近辺まで円高が進み、日経平均は一時６００円超の下げを見せた。ただ、売り一巡後は

落ち着きを取り戻し、安値から下げ渋りを見せている。今後、日本の政局が混迷するよ

うだと、円高、株安に傾く可能性が出てくる。

　　

　８月３１日の週は注目度の高い経済指標の発表が相次ぐ。１日に米８月ＩＳＭ製造業

景況指数、２日に米８月ＡＤＰ雇用統計、３日に米８月ＩＳＭ非製造業景況指数、４日

に米８月雇用統計などの発表が控えている。米国経済の着実な回復が続くようだと、ド

ル円にはサポート要因になるとみられる。ただ、日本の政局不透明感もあり、大幅な上

昇にはつながりにくく、ドル円は１０６円台を中心とするもみ合いとなりそうだ。ドル

円の目先の予想レンジは、１０５．５０～１０８．５０円。

　　

　上記以外の今後の日米の経済指標やイベントとしては、３１日に日本７月鉱工業生産

指数速報値、日本７月小売業販売額、１日に日本７月雇用統計、日本７月有効求人倍

率、米７月建設支出、２日に米７月製造業受注、米地区連銀経済報告（ベージュブッ

ク）、３日に米第２四半期非農業部門労働生産性指数、米新規失業保険申請件数、米７

月貿易収支などがある。

　　

【８月のＰＭＩ確報値が改善するかに注目】

　８月２１日にドイツ、ユーロ圏の８月の製造業ＰＭＩ、非製造業ＰＭＩ速報値が発表

された。ドイツの非製造業ＰＭＩ、ユーロ圏製造業ＰＭＩ非製造業ＰＭＩが事前予想か

ら下振れするとともに前回値を下回った。新型コロナウイルスの感染拡大による景気減

速から立ち直りの動きを見せていたものの、その流れが一服した。こうした動きを受け

て、ユーロは売りに押される動きとなった。その後は１．１８ドルを挟んでの振幅が続

いて、２７日のパウエル議長の講演を迎えた。

　　

　パウエル議長の講演の後、１．１９００ドル近辺まで上昇、その後は１．１７６３近

辺まで下落するなど荒れた動きを見せた。その後は１．１８台半ばまで戻すなど徐々に

落ち着きを見せているものの、横ばい圏での動きにとどまっている。

　　



　８月３１日の週は９月１日と３日にドイツ、ユーロ圏の８月の製造業ＰＭＩ、非製造

業ＰＭＩの確報値が発表される。１日には、ドイツ、ユーロ圏の製造業ＰＭＩ確報値、

３日にはドイツ、ユーロ圏の非製造業ＰＭＩ確報値が発表される。速報値と比べて確報

値が改善しているようなら、ユーロ買いの動きにつながりそうだ。一方で悪化するよう

ならドル売りに傾くこととなろう。

　　

　仮に上記のＰＭＩ確報値が悪化した場合でも１．１７ドル近辺ではサポートされると

みられる。改善した場合でも１．１９台後半までの上昇にとどまることとなりそうだ。

ユーロドルの目先の予想レンジは、１．１７００～１．２０００ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、３１日に中国８月製造業購買担当景気指

数、スイス７月小売売上高、独８月消費者物価指数速報値、カナダ７月鉱工業製品価

格、１日に豪９月住宅建設許可件数、豪第２四半期経常収支、中国８月財新製造業購買

担当景気指数（ＰＭＩ）、豪中銀（ＲＢＡ）政策金利、独８月雇用統計、英８月製造業

ＰＭＩ、ユーロ圏７月雇用統計、ユーロ圏８月消費者物価指数速報値、２日に豪第２四

半期国内総生産（ＧＤＰ）、ユーロ圏７月生産者物価指数、３日に豪７月貿易収支、中

国８月サービス業ＰＭＩ、スイス８月消費者物価指数、英８月非製造業ＰＭＩ確報値、

ユーロ圏７月小売売上高指数、カナダ７月貿易収支、４日に豪７月小売売上高、独７月

製造業受注指数、英８月建設業ＰＭＩ、カナダ８月雇用統計、カナダ８月ＩＶＥＹ購買

部協会指数などがある。
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